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第７章　観  光

７－１ ハノイ市における観光の現況

（1）観光の現状

　　ハノイ市は 1010 年、李王朝が起こしたもので、一時期フエに首都が遷都されたが、約

1,000年に渡ってベトナムの中枢を担っていた。19世紀末フランスが租借地として統治した時

代に総督府が置かれたことから、フレンチ・コロニアル建築の建物が今でも街の随所にみら

れる。

　　ハノイ市には 515 か所の遺跡があり、ベトナム全土（2,594 か所）の遺跡の 20％がハノイ市

に集中している。ハノイ市は、Hoan Kiem 湖の北側に位置する旧市街地を中心に発達し、現

在、人口 288 万人（12 区、面積 921km2）を抱える近代的な大都市に発展した。

　　ハノイ市は、ホーチミン廟、文廟、一柱寺、戦争博物館、美術博物館などの観光スポット、

Hoan Kiem 湖、西湖などの大小 20 を超える湖、大きな街路樹が道路の両側に整然と並ぶ街路

などの観光資源を有し、歴史と湖、緑の自然景観を包含した街である。

　　また、ハノイ市から東へ 100km ほど行った海岸付近には世界遺産に指定されているハロン

湾の海浜リゾートがある。さらに、ハノイ市はノイバイ国際空港をもち、ベトナムの首都と

して、国際的な観光の拠点となっている。

　　上記のハノイ市の豊富な観光資源をまとめると次のようなる。

・仏教寺院、歴史ある街並み、遺跡、史跡、文化遺産

・海浜、河川、田園風景、山間部などの自然景観

・多彩な民族文化

　　Hoan Kiem 湖の西側、及び北側に位置する旧市街地では、雑貨店、土産店が軒を並べ、溢れ

んばかりのベトナム雑貨、土産を揃えている。近年、このようなオリエンタルのなかにも西

欧風なセンスをもつベトナム雑貨が人気を集め、ハノイ市はショッピングを楽しむ街として

も、日本人や外国人観光客にも注目されるようになった。

　　また、ハノイ市はフランスの影響もあり、洒落たレストラン、洗練されたカフェなど、清潔

でモダンであるばかりでなく、生春巻、フォー、海鮮料理などのベトナム料理は、特に外国

人観光客に喜ばれている。

　　このように、外国人観光客にとって、ハノイ市では見る、買う、味わうの三拍子そろった楽

しみを体験することができ、外国人には魅力ある街といえる。
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（2）観光客数の推移

1）　外国人観光客の推移

　　観光としてのハノイ市の国際的な認識は、外国人観光客の増加にも現れている。

　　ハノイ市を訪問した外国人観光客数は、1997 ～ 2002 年にかけて約 2.4 倍に増加しており、

2002 年では前年と比較して 33.0％増の約 93 万人となっている。

　　また、ベトナムを訪問した外国人観光客数は、1997 ～ 2002 年にかけて約 1.5 倍に増加し

ており、2002 年では前年と比較して 12.8％増の約 263 万人となっている。

　　なお、1998 年にハノイ市を訪れた観光客数が、前年と比較して－ 10.0％と一時減少して

いるのは、1997 年中頃に生じたアジア金融恐慌の影響を受けたからである。

　　表７－１にハノイ市及びベトナムを訪問した外国人観光客数の推移を示す。

表７－１　外国人観光客の推移

ハノイ市 * １

ベトナム * ２

2002 年

931,000

33.0

2,627,988

12.8

観光客数（人）

対前年伸び率（％）

観光客数（人）

対前年伸び率（％）

2001 年

700,000

39.9

2,330,050

8.9

2000 年

500,400

31.7

2,140,100

20.1

1999 年

380,000

8.0

1,781,754

17.2

1998 年

351,900

－ 10.0

1,520,128

－ 11.4

1997 年

391,000

－

1,715,637

－

出典：* １） 1997 年～ 2001 年 ：Comprehensive report on Adjustments and amendments to the

Master Plan for

Hanoi Tourism Development (between 2002 – 2010)

2002 年 ：Hanoi Department of Tourism

　　　* ２）1997 年～ 2002 年 ：VNAT

　　ベトナム政府・州・産業界では、外国人観光客を誘致するため、様々なメディアを通じ歴

史・文化・国民性を各国へ紹介しているが、国際的観光市場に関する知識がいまだ十分とは

いえない。

2）　国内観光客の推移

　　ハノイ市観光への国内観光客数は、1997 ～ 2002 年にかけて、約 3.5 倍に増加しており、

2002 年では前年と比較して 23.9％増の 285 万人となっている。

　　1999 年後半には、週 40 時間労働の原則が全国的に施行されている。これにより国民の余

暇の時間が増え、週末観光の需要が増加し、2000 年では前年と比較して 100.1％増を示し

ている。

　　表７－２にハノイ市への国内観光客数の推移を示す。
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表７－２　国内観光客数の推移

出典： 1997 年～ 2001 年 ： Comprehensive report on Adjustments and amendments to the

Master Plan for

Hanoi Tourism Development (between 2002 – 2010)

2002 年 ： Hanoi Department of Tourism

2002 年

2,850,000

23.9

観光客数（人）

対前年伸び率（％）

2001 年

2,300,000

9.5

2000 年

2,100,600

100.1

1999 年

1,050,000

12.1

1998 年

936,900

15.8

1997 年

809,000

－

　　外国人観光客は、ハノイ市観光局（Hanoi Department of Tourism）の統計によると、

2001 年には中国、フランス、日本、アメリカ、英国等の 162 か国からベトナムへ訪問してい

る。

　　過去、ハノイ市への外国人観光客は、東ヨーロッパ、旧ソビエト連邦からの訪問者が大

半を占めていたが、近年、これらの国からの訪問者は、ベトナムが自由経済を導入してか

ら減少している。

　　一方、近年では中国、北東アジア、西ヨーロッパ、及び北アメリカからの訪問者が増加

し大半を占めるようになった。現在これらの国が、ベトナム観光産業の主たる市場と考え

られている。

　　2002 年時点で、ハノイ市を訪れる外国人観光客の上位３国は、中国、フランス、日本の

順になっている。また、ベトナムを訪れる外国人観光客の上位３国は、中国、日本、アメリ

カの順になっているが、アメリカ・台湾・韓国からの観光客は、ハノイ市を訪れる割合が以

前より低くなっている。

　　表７－３にハノイ市及びベトナムを訪問した外国人観光客の国別人数を示す。
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表７－３　外国人観光客国別人数（2002 年）

No.

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

比　率

38.2％

10.3％

10.1％

5.1％

4.4％

3.6％

3.1％

2.2％

2.0％

1.6％

1.5％

1.4％

1.4％

1.3％

1.2％

12.6％

100.0％

人　数

355,934

96,152

93,925

47,664

40,507

33,103

28,516

20,378

18,255

15,159

14,009

13,268

12,685

12,472

11,142

117,831

931,000

国　名

China

France

Japan

USA

Australia

England

Germany

Taiwan

South Korea

Thailand

Switzerland

Canada

Malaysia

Spain

Singapore

Others

合　計

ハノイ市訪問者 No.

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

比　率

27.6％

10.6％

9.9％

8.0％

4.2％

4.0％

3.7％

2.7％

2.6％

1.8％

1.8％

1.7％

1.6％

1.4％

1.3％

17.2％

100.0％

人　数

724,385

279,769

259,967

211,072

111,546

105,060

96,624

69,682

69,538

46,327

46,086

43,552

40,999

37,237

35,261

450,883

2,627,988

国　名

China

Japan

USA

Taiwan

France

South Korea

Australia

United Kingdom

Cambodia

Germany

Malaysia

Canada

Thailand

Laos

Singapore

Others

合　計

ベトナム訪問者

出典：Hanoi Department of Tourism 出典：VNAT

　　表７－３に示すように、ハノイ市を訪れる外国人観光客のうち、陸続きの中国からの観

光客が圧倒的に多く、全体の約４割を占めている。近年、ベトナムと中国の経済交流が活

発化しており、また、ハノイ市と昆明を結ぶ新設の国際鉄道も、両国間の人の流入を促進す

るための重要な役割を担っている。

　　外国からハノイ市への訪問者を目的別に分類すると、約 80％が観光、約 20％がビジネス

を訪問目的としており、観光目的の訪問者が大半を占めている。

（3）宿泊施設の現状

　　現在、ハノイ市には新しいホテルがいくつか建設され、５スターと称されるホテルはヒルト

ン・ハノイ・オペラ（269 室）、ホテル日航ハノイ（255 室）をはじめ、７軒となっており、国

際基準を満たすホテルは約 400 軒で、約１万室となっている。

　　近年、ハノイ市の多くの既存宿泊施設は、観光客のニーズに適するようアップグレード化

が図られているが、いまだ、３スター以上のホテルは不足している。

　　ハノイ市には、Hanoi Tourism School や Hanoi Tourism and Commerce School 等の、宿泊施
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設に勤務するスタッフの教育・訓練を行う施設があり、スタッフ及び、サービスの質を向上

するよう努力しているが、更なる教育・訓練を行い改善することが必要である。

（4）滞在日数の現状

　　ハノイ市を訪問する外国人観光客の平均滞在日数は、1997 年時点で 2.5 日（実績値）、

2000 年時点で 2.8 日（予測値）とあまり長くはない。

　　ハノイ市における滞在日数が短い要因として、以下の事項があげられる。

・ハノイ市以外の地域が、新規リゾート地の開発、観光産業の改善により、観光客を呼び

寄せたため。

・外国人観光客の約４割を占める中国人観光客の滞在日数が、他の外国人観光客と比べて

短いため。

・ハノイ市の観光産業、特にツアー、イベントが多様化されていないため。

・ハノイ市の慢性的な交通渋滞や都市環境の悪化によるため。

　　観光客をハノイ市により長く滞在させる方策として、サービスレベルの向上、ツアー商品

の多様化、魅力ある都市環境の形成等が考えられ、今後、観光開発に関してより詳細に検討

を進めることが重要である。

　　表７－４に滞在日数の推移を示す。

表７－４　滞在日数の推移

注）1996 年－ 1997 年：実績値

　　1998 年－ 2000 年：予測値

出典： Comprehensive report on Adjustments and amendments to the Master Plan for

Hanoi Tourism Development (between 2002 – 2010)

外国人観光客

国内観光客

2000 年

2.8

2.3

1999 年

2.7

2.2

1998 年

2.6

2.1

1997 年

2.5

2.0

1996 年

2.5

2.0

（5）観光産業の現状

1）　旅行業

　　現在、ハノイ市には約 1,130 の旅行会社があるが、国際基準を満たす旅行会社は 92 社に

とどまっている。また観光産業にかかわっている従業員は１万 8,000 人で、そのうち約

1,000 人の公認観光ガイドがおり、約 3,000 人の未公認のガイドがいる。公認観光ガイドの

言語別内訳は、50％が英語、20％が中国語、10％が日本語、20％がその他言語のガイドで

ある。



－ 153 －

2）　娯楽業

　　ハノイ市の既存娯楽施設は、緑地帯及び公園が中心となっている。

　　近年、Le Nin 公園、植物公園、Thu Le 動物園等の既存娯楽施設の改善、歴史的寺院の復

元及び、西湖レクリエーションセンターの建設等を行っているが、増加する観光客の要望

に応えるべく多様な娯楽施設がいまだ不足している状況にある。

　　ハノイ市観光局の基本計画「’97 計画」（P.159 を参照のこと）では、ハノイ市における娯

楽業を発展させるため、以下に示す活動が必要であると提言している。

・既存の娯楽施設を改良、拡張し、かつ近代的なレジャー活動を創造するために、投

資をすることが必要である。

・新しい娯楽施設を建造すると同様に、既存の緑地帯及び公園を発展させることが必

要である。

・郊外地区での大規模な新しい観光リゾートの建築が必要である。

3）　観光客輸送業

　　観光客の移動手段として、バイクタクシー及び cyclos が主に利用されている。しかし、

外国人観光客に対し、不当な料金請求等を行う悪質なドライバーも多く、悪い印象を与え

ているため、市の関係当局は厳しい態度で臨んでいる。

　　2001 年時点で、28 のタクシー会社により、約 3,000 台のタクシーが市内に登録されてい

る。また、タクシー料金を 15 ～ 17％値下げすることにより、国内外の観光客の利用を促

している。しかし、ハノイ市のタクシー料金は、地方の平均的なタクシー料金より、いま

だ高値に設定されている。

　　ハノイ市及び近郊地における観光バスとしては、24 座席の小型バスが主流である。小型

バスは道路の占有空間が小さく、大型バス（karosa）よりも渋滞を起こしにくいため機動

性が高く、観光客に対し多くの観光ルートを提供している。

　　ベトナムの鉄道及び鉄道施設は、良好な状態ではなく、国際的な基準に至っていない。

鉄道は、主としてベトナム人の地域間交通手段として利用されており、外国人観光客の移

動手段としては、十分に機能していない。

　　航空輸送は大幅に改善され、各ルートの便数を増加することにより、観光の発展に大き

な役割を果たしている。

　　また、航空産業では、裕福な観光客向けにチャーター機の運行サービスを始めている。

しかし、チャーター機は、値段が高く利用者が限られているため、運行は不定期である。

4）　観光産業への海外投資の現状

　　1998 年から 2000 年の間に、ハノイ市及び隣接エリアには 112 件の観光産業関連の海外投

資プロジェクトがリストにあがった。
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　　112 件のプロジェクトのうち、91 件（総額 23 億 6,900 万米ドル）のプロジェクトが実施

されており、2000 年時点で 43 件が運営中、30 件が建設中、18 件が行政手続き済みのプ

ロジェクトである。

　　表７－５に 1998 ～ 2000 年にかけての、ハノイ市及び隣接エリアにおける観光産業関連

の海外投資プロジェクトの実施状況を示す。

表７－５　観光産業関連の海外投資プロジェクトの実施状況（1998 ～ 2000 年）

出典：Ministry of Planning and Investment and Institute of Tourism Development Research

Situation of performance

Under operation

Completed capital construction

Completing administrative

procedure

Total

Share

(％)

43.34

37.52

19.14

100.00

Amount

(million USD)

1,026.82

889.02

453.4

2,369.24

Share

(％)

47.25

32.97

19.78

100.00

Number of

projects

43

30

18

91

　　上記、91 件の海外投資プロジェクトのうち、貸アパート、オフィス及びホテル建設プロ

ジェクトが 78 件、投資額 21 億 6,000 万米ドルであり、全プロジェクトの約 90％を占めてい

る。

　　観光リゾート、観光客輸送、娯楽、及びスポーツ設備に対する投資は、全プロジェクトの

約 10％にしか過ぎず、国際的な観光旅行市場の発展に影響を及ぼしている。

　　表７－６に1998 ～ 2000年にかけてのハノイ市観光産業への海外投資の内訳を産業別に示

す。

表７－６　観光産業への海外投資内訳（1998 ～ 2000 年）

出典：Ministry of Planning and Investment and Institute of Tourism Development Research

Investment areas

Office – apartment building

complex

Tourism hotels

Tourist resorts

Tourist transportation

Entertainment & sport facilities

Total

Share

(％)

45.11

46.13

1.45

0.21

7.20

100.00

Amount

(million USD)

1,068.71

1,092.89

32.00

4.96

170.68

2,369.24

Share

(％)

49.45

36.26

1.10

3.30

9.89

100.00

Number of

projects

45

33

1

3

9

91
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７－２　観光関連法規

　観光に関連する法規としては、観光に関する政府中央官庁であるベトナム観光総局が監督機関

として各種法令、規則、通達などを公布している。調査団員は、現状の法令・規制の内容及び

問題点などを把握するためにハノイ市観光局へ質問状を提出した。

　ハノイ市観光局から入手した資料が下記の関連法規リストである。本来なら、これらの内容を

吟味、分析することが求められているが、すべてベトナム語で記されており、時間的な制約も

あることから、残念ながら今回はそこまで調査することはできなかった。

　参考のため、ハノイ市観光局から入手した資料のタイトルを翻訳して下記に示す。

・Ordinance of Tourism dated 8/2/1999 issued by National Assembly

　（観光に関する条例）

・Decree 27/2001/ND-CP dated 5/6/2001 issued by Government

（旅行・観光ガイドについての法令）

・Circular guide to implement Decree 27/2001/ND-CP dated 5/6/2001

（内容は不明）

・Decree 50/2002/ND-CP dated 25/4/2002

（観光に関する犯罪の罰則の法令）

・Decree 39/2000/ND-CP dated 24/8/2000 issued by Government

（観光宿泊施設に関する法令）

・Circular No 01/2001/TT-TCDL dated 27/4/2001

（Decree 39/2000/ND-CP を実施するためのベトナム観光総局からの通達）

・Regulation No 02/2001/QD-TCDL dated 27/4/2001

（ベトナム観光総局から発行されたホテル格づけの法規）

・Joint-Circular Police-Diplomatic No 04/2002/TTLT/BCA-BNG dated 29/1/2002

（Decree 21/2001/ND-CPの法令で定められた外国人出入国及び住民に課せられた 条例に対する

実施要領の通達）

・Circular No 87/2002/TT-BTC dated 2/10/2002

（観光宿泊施設のランクづけ決定における料金設定を大蔵省によって規定した通達）

７－３　観光関連省庁の組織体制

　ベトナムにおける観光は、ベトナム観光総局（VNAT）が管轄している。VNAT は首相直轄機

関であり、他の省庁と同レベルに位置している。

　また政府直轄市であるハノイ市、ダナン市、ハイフォン市、ホーチミン市の各市の地方人民

委員会及び各省では、各々観光局が設けられており、行政的にはこれらの観光局が独立して活
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動している。

　すなわちハノイ市の観光に関しては、ハノイ市人民委員会（HPC）に属するハノイ市観光局が

担当している。しかし、観光開発のために出資金が必要な場合には、ハノイ市観光局は HPC を

通し、予算の請求、投資事業計画を策定し、事業費が 500 万米ドル以上であれば計画投資省

（MPI）に申請を行い、政府（首相）の承認を得なければならない。

　また、専門的な技術を要する観光開発や大規模な観光産業の建設が行われる場合には、その

プロジェクトがハノイ市内であってもベトナム観光総局に計画申請、 許認可を得なければなら

ない。

　図７－１にハノイ市観光局の組織図、図７－２にベトナム観光総局の組織図を示す。







－ 159 －

観光客の急増に対し、その内容が整合しなくなったため、2002 年にハノイ市観光局がその記

載内容の更新・訂正を行ったものである。

　　本報告書はベトナム語で書かれているが、その内容を把握するために全文を英文翻訳した。

以下に、本書の目次と概要を示す。

表　題：「2002 ～ 2010 年に向けてハノイ市における観光開発のための調整・改訂後の基本

計画総合報告書」　

第１章：1997 ～ 2001 年の間におけるハノイ市観光の実態、及び 1997 年に策定した主要目標

と位置づけに対する比較

１－１　観光客数

　1997 ～ 2001 年までの観光客数統計データと推計値の対比分析を行っている。

外国人観光客の実数は予測値を20％以上も下回っている。国内観光客の実数に

ついては、1999 年までは過大であったが、2000 年からは予測値を 16.7％も上回

る実績を記録している。

１－２　観光商品

　旅行客のハノイ市訪問目的の 78.73％はレジャーである。しかし、買い物、ス

ポーツ、セミナー、会議目的の旅行も増えている。観光商品としては、量の拡

大と質の向上が問題となっている。

　客室数は全数で予測値を若干上回っているが、 国内観光客向けの数が不足して

いる。また、３スター以上のホテルの数が少なく、質の向上が緊急の課題であ

る。

１－３　観光労働力

　「’97 計画」によれば、国際規格のホテルでは 1.7 人／室の直接労働力と 2.2 人

／室の間接労働力が必要である。これを基に 2010 年の必要労働力は、12 万

7,000 人と予測されている。

１－４　観光収支

　ハノイ観光産業の売上げは、1997 年で１兆 620 億ベトナム・ドン（7,000 万米

ドル）、2001 年で１兆 6,500 億ベトナム・ドン（１億 1,000 万米ドル）があり、ホー

チミン市に次ぐものである。

１－５　観光事業組織

　観光事業組織をホテル経営でみると、国営 23.5％、民営 58.2％、合弁その他

18.3％となっており、民営化が進んでいる。
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１－６　市場開発

　観光宣伝用の印刷物の発行、フランス、日本、北京でのキャンペーン活動によ

り、それらからの観光客は増えている。しかし、市場拡大は遅く、キャンペーン

活動には依然として予算や人材等の多くの制約が存在している。

１－７　投　資

　「’97 計画」に基づき、インフラ投資が実施されて来たが、投資がバランスよく

行われていないなど多くの問題を抱えている。

総　括

　「’97 計画」の予測値と実績値を比較すると、一応の成果があがっているように

みえる。しかし、実績値を調査する統計基準などに問題があり、数値の精査が

必要であろう。

第２章：1997 ～ 2001 年において、また将来における観光開発への影響要因について

２－１　ベトナムの社会経済状況

　世界の社会経済概況とベトナムの置かれている立場を解説している。ベトナム

の地位は改善され、社会経済基盤は強化されている。GNP は 1990 年に較べて、

2000 年には２倍になっている。このように成長を遂げているものの、 不安定な

基盤と低い国際競争力のため、 1990 年代の成長率を回復していない。観光産業

は同国の経済の重要な位置を占めるので、安定した観光開発が必須のものと

なっている。

２－２　1997 ～ 2000 年の観光開発と中期拡大傾向

　1999 年の世界の旅行者数は６億 6,440 万人で、総売上は 4,545 億米ドルで

あった。2001 年の８か月間の伸び率も、2.5 ～３％となっている。このような状

況下で、ベトナムでの中期拡大策としては、外国人観光客の誘致促進、観光収入

の増加、旅行インフラ・施設の建設・更新、国際協力などがあげられる。

２－３　ハノイ市観光産業開発の条件

　政治面、社会経済面、文化面から、ハノイ市の観光開発の置かれている状況

について、観光資源の面からは、人的資源、天然資源、隣接エリアについての

説明がされている。

　道路輸送は、5.5km2 当たり 343km の道路が整備されているものの、密度が低

く、均等に配置されていない。

　鉄道輸送は、Hai Phong、Thai Nguyen、Hochiminh City、Lang Son、Lao Cai、

昆明（中国）行きの列車が運行されているが、その経営と運営の改革が必要で
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ある。

　航空輸送については、２つの空港で年間 200 万人の旅客と２万 t の貨物を扱っ

ているが、増加する需要に対応し、更に投資が必要である。

　内陸水運は、全長 500km の紅河の河川によって行われている。近年、旅客輸送

では他の輸送モードの方が有利であるため、内陸水運としては貨物と建設資材の

輸送に限定されている。

　電力供給については、量は確保されているものの、送電線と配電線の不備か

らある地域では停電が頻発しており、改善が望まれている。

　水資源は豊富にあるが、上水道供給システムが老朽化しており、十分とはい

えない状況にある。

　４つの衛星により国際通信は確保されており、 国内通信も電話網と携帯電話

網が整備されているが、更なる改善のための投資を必要としている。

第３章：ハノイ市観光開発目標の調整

３－１　新時代のハノイ市観光開発の目的と見地

　観光商品と観光目的地の開発においては、自然環境保護、社会文化環境保護にも

注意が払われなければならない。また、観光開発は社会経済開発戦略に基づいて

いなければならないとしている。

３－２　観光需要予測

　観光需要予測は精度が非常に重要である。予測方法には「定量予測法」と「定

性予測法」があると説明している。本報告書では「定量予測法」を適用した。

３－３　予測値

　ハノイ市への外国人観光客数は、世界及びアジア大洋州、ASEAN 太平洋、ベ

トナムの外国人観光客数に影響される。一方、 国内観光客数においては GDP に

依存している。予測値は、悲観値、平均値、楽観値の３とおりの予測を行った。

2010 年の平均値の外国人観光客数は 180 万人で、国内観光客数は 570 万人と予測

している。

３－４　地域別開発

　General Master Plan in 1998 によれば、都市部は開発制限地区、紅河右岸開発

拡大地区、紅河左岸新開発地区の３地域に分類されている。近隣地域での開発

は、西方では Lang-Hoa Lac 道路開発、東方では Hai Phong-Ha Long 開発、北西

地域開発、南方地区開発が検討されている。
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第４章：2002 ～ 2010 年におけるハノイ市観光開発への方向づけ

４－１　観光開発の政策

　観光開発の促進及び観光産業の発展のため、以下の政策を強化する必要があ

る。

・課税政策

・投資政策

・市場拡大促進政策

・行政組織政策

・科学的技術的政策

４－２　市場拡大促進の方策

　市場拡大は、ハノイ市観光商品の充実、旅行市場の開拓、宣伝活動の３つか

ら行う必要がある。すなわち、業務ツアー、買い物ツアー、文化目的ツアー、休

暇旅行、セミナーツアー等が促進されなければならない。

４－３　観光事業運営の組織と管理の方策

　観光事業の効率は、その国の政治・経済・天然資源のみならず、観光事業者・

地方・中央行政機関及びベトナム観光総局に依存している。そのため、観光事

業の組織・管理・運営が重要となる。

４－４　要員訓練の方策

　観光商品の品質は、個々のスタッフの質、能力、資質に大きく依存している。

従って、要員の訓練と資質の向上が優先されなければならない。

４－５　観光開発投資の方策

　ハノイ市の観光産業の増大する要求に対応するため、ハノイ市は品質のよい

インフラ施設を準備し、 観光商品の多様性を強化するための資源の修復と促進が

必要である。2002 ～ 2010 年の投資で重要な点は以下のとおりである。

・プロジェクト開発システムの開発

・観光開発と投資戦略のための財源確保

・公園及びエンターテイメントセンター開発への投資

・史跡・旧通り・手工芸村落等の保存と修復

・記念碑の建立

・ホテル・観光サービスの拡充

・環境と観光資源の改善

・観光事業の安全保証システムの確立

・観光輸送手段の近代化促進
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・地域のインフラの再建と品質向上

４－６　近隣自治体間協力の方策

　観光開発は、 近隣地方自治体に社会的影響を強く与える。 以下の自治体との

地域協力を強化すべきである。

・Ha Tay 省

・Hai Phong 省

・Quang Ninh 省

・Bac Ninh 省

・Hai Duong 省

・Vinh Phuc 省

・Hung Yen 省

第５章：開発計画

５－１　計画の承認

　本報告書は観光開発における計画実施上の基本とみなされる。

５－２　中央及び地方関連部局との調整

　観光は多くの分野に関連する産業であるため、他の関連部局のガイドラインに

一致していなければならない。そこで、ハノイ市観光局は進捗管理を行う管理

専門部門を組織する必要がある。この部門は計画の進捗を監理するばかりでなく、

ハノイ市観光局の部長が関連部局に計画の進捗を保証し助言できるような組織体

制とする。さらに、この部門は計画実施の完成度を評価するための評価基準に

ついても実施できることが望ましい。

５－３　計画実施の管理

　計画実施時には、調査業務が実施されなければならない。特に、プロジェク

トの進捗管理、環境、文化・社会インパクトの管理が行われる。そこで、観光

客の満足度調査と同様に、地域社会への観光事業の文化社会的影響の変化に歩調

を合わせて、定期的な社会科学調査をモニターしなければならない。

５－４　技術協力

　2002 ～ 2010 年の観光開発計画を効率的に達成するため、以下の技術協力が必

要である。

・旅行情報管理システムの拡充

・５年ごとの財務計画の策定

・観光産業評価指標の開発
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・人材育成の強化

・ハノイ市観光局の組織強化

・案内表示板・サインボードの設置

・観光産業への宣伝資材の提供

・観光開発監視モデルの開発

・シティセンター及び郊外の手工芸村落の観光開発の相談

５－５　実施計画の改訂

　2002 ～ 2010 年の観光開発計画は、2002 ～ 2005 年と 2005 ～ 2010 年の２期に

分けている。毎年、達成状況を調査し、実施計画を改定する必要がある。

５－６　政府への提言

　政府に対し、以下の提言がなされている。

・政府はハノイ市の観光商品の創生に関する適切な投資を続行する必要があ

る。

・現在観光事業に対する VAT は総売上に対して 10％であるが、実収入に対

して課税するよう見直すべきである。

・観光事業は、他の産業にサービス料を支払っているが、競争力強化の面か

ら見直す必要がある。

・観光事業に使用する機材の輸入関税は、高額となっているので見直す必要

がある。

・海外での観光旅行宣伝活動を強化する必要がある。

・観光事業には手数料が５～７％かけられているが、免除する必要がある。

・現在の観光産業の統計は、ホテルとレストラン事業に限られている。今後、

観光事業、旅客輸送事業、エンターテイメント事業、その他観光サービス事

業の統計も実施されるべきである。

・ハノイ市への観光客の 70％は航空機を利用し、観光産業の収入の 80％は航

空機利用客から得ている。しかし、国際便の直接乗入れは、ホーチミン市

の方がはるかに多いので、２都市間で乗入れ便数のバランスを取るべきで

ある。

・観光産業関連部局の安定と統一計画を策定する必要がある。

５－７　ハノイ市への提言

　ハノイ市に対し、以下の提言がなされている。

・観光促進活動に対して資金調達を行う。

・文化観光地域に対するインフラ開発投資に優先権を与える。
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・ハノイ市観光開発イメージを明確にする。

（3）観光に関する M ／ P 整備計画の結論と提言

　　本報告書の結論は、以下のようにまとめられている。

・1997 ～ 2001 年の間にハノイ市の観光産業はかなりの成果をあげている。ハノイ市への外

国人観光客は 2.4 倍も増加し、国内観光客は 3.5 倍にも達している。ベトナムを訪れた外

国人観光客のうち、ハノイ市を訪問した外国人観光客のシェアーは 23％から 35％に上昇

している。

・ハノイ市の観光収入も同様に、1997 年の１兆 620 億ベトナム・ドン（7,080 万米ドル）か

ら 2001 年の１兆 6,500 億ベトナム・ドン（１億 1,000 万米ドル）へ上昇した。国家予算

への寄与は、1997 年の 1,440 億ベトナム・ドン（960 万米ドル）から 2001 年には 2,300 億

ベトナム・ドン（1,533 万米ドル）へと増加している。

・観光産業は、１万 8,000 人の就業者と数万人の間接業務の就業者を創生した。

・多数の観光開発プロジェクトが実施され、多様なハノイ市の観光商品が増加した。

・国内外で、販売促進と市場開拓が急速に実施されている。

・ハノイ市の観光産業は、観光の品質向上と都市間道路を改良し、新しい観光プログラム

が開発され、国際的な観光旅行プログラムを促進することができた。

・ハノイ市の観光旅行ビジネスは継続的に成長している。

・「’97 計画」の目的はほとんど達成できたが、いくつかは達成できていない点もあった。

直接の原因は、世界的及び地域的政治・社会経済危機の影響によるものであった。

　　また、本報告書は以下の提言を行っている。

1）　観光産業の開発指針

・観光商品開発策

　　ハノイ市の典型的な観光商品は、多様性と品質の向上を図り開発されなければならな

い。

・観光市場の開拓策

　　ハノイ市の主要な観光商品を国際市場に紹介するために、特別のプロモーション活動

を行う必要がある。

・宣伝と促進活動策

　　先進国の市場に集中させ、特定市場に適切なプロモーション用の機材を配置させる。

さらに、もっと多くの国内観光客を引きつける観光商品の宣伝とプロモーションを明確

化し、旅行者には旅行情報を直ちに提供できる旅行者窓口（Guests’ and Tourists’ Desk）

を設定する必要がある。
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2）　地域別旅行開発指針

・首都の社会経済開発計画と 2010 年に向けての観光計画の包括的な調整に従い、都市中央

部は、開発抑制地域、開発促進地域、新開発地域を含む３つの主要地域に分け、それぞれ

効率よく開発する必要がある。

・ハノイ市隣接地域についても同じように、西方向、東方向、北西方向、及び南方向に分

け、それぞれ開発する必要がある。

3）　その他の提言

　　上記の提言に加えて、以下の提言が追加されている。

・ハノイ市は国家経済の先頭に立つ経済分野として、ハノイ市の観光産業の役割を認識す

る必要がある。

・企業から集めた資金や国家予算の財政援助に基づく外国投資の様な資金源から観光事業

への投資を促進する。開発補助資金からこれらの企業に対し、優先的な貸付金を与え

る。

・当局と関係機関は、ハノイ市の文化・環境を維持するため、観光産業と協力し合って、

社会的混乱、環境汚染、安全に関する問題点を解決しなければならない。

・ハノイ市の新たな観光商品の開発を促進・継続するため、安全と秩序を維持しなければ

ならない。

・国家に対して、課税、土地利用、価格等の観光補助政策に関する提言を行う必要があ

る。

・ハノイ市は、上水道供給及びハノイ市への輸送交通車輌を増進させるための優遇措置の

問題を解決する必要がある。

・観光産業に従事するスタッフに対する訓練、給与、待遇に関する適切な方針を策定する

必要がある。

・国家予算の中へ海外と主要マーケットにおける大きな宣伝キャンペーンを行う予算を組

み入れ、観光産業の宣伝活動を促進する必要がある。

・すべてのレベルで当局の管理業務を強化しなければならない。そのため、ハノイ市とそ

の隣接地域の観光商品にかかわる管理権限委譲をハノイ市観光局へ行うために、公文書

が発行される必要がある。

　　以上のように、本報告書にはハノイ市の観光に関する M ／ P 整備計画が記述されており、

観光の現状分析、将来予測、将来の観光開発目標及び観光開発の提言がなされている。ただ

し残念ながら、現地側が独自に作成したものであり、ベトナム語ということもあって、どこ

まで観光開発目標がオーソライズされているか外部の者には不明な部分もあり、今後内容を
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精査する必要がある。

（4）観光に関する M ／ P 整備計画における将来投資計画

　　本報告書の最終ページには、ハノイ市観光における将来投資計画のリストが掲載されてい

る。観光開発は大別して、ODA 資金によるもの、HPC・VNAT などによる公共資金によるも

の、民間資金によるものなどがある。全部で 62 の計画リストのうち、ODA によるものは４

件あり、それを表７－７に示す。

表７－７　ODA による将来投資計画

No.

１

２

３

４

2005 ～ 2010

（100 万米ドル）

14

1

不　明

30

45

2002 ～ 2005

（100 万米ドル）

5

2

不　明

10

17

投資費用

（100 万米ドル）

19

3

不　明

40

62

プロジェクト実施機関

ハノイ市観光局

ハノイ市観光局

文化情報省

Dong Anh 省財務部

ハノイ市観光局

北方航空サービス会社

ハノイ市観光局

計

プロジェクト名

紅河のロープウェー建設

Dong Anh 省 Dao Thuc 村上

水道リハビリ

ヘリコプター利用高品質旅

行再計画

ハノイ市及び隣接地域の手

工芸村の保存

期間別投資費用

　　なお、公共資金によるものは 13 件（うち、１件投資費用不明）総額５億 8,300 万米ドル、民

間資金によるものは 22 件（うち、２件投資費用不明）総額 10 億 8,700 万米ドル、公共資金と

民間資金の共同によるものは 23 件総額 24 億 3,700 万米ドルとなっている。
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７－５　観光産業の将来予測

（1）観光客数

　　ベトナムでは外国人観光客が 1992 年に 44 万人、1999 年には 178 万人、2002 年には 263 万

人と急増している。一方、ハノイ市でも 1996 年では 35 万人だった外国人観光客が、2002 年

には 93 万人となっている。したがって、ベトナムへやって来る外国人観光客の約 35％がハ

ノイ市を訪問したことになる。

　　2010 年には、ハノイ市を訪れる外国人観光客は 180 万人、国内観光客は 570 万人に達する

と予測されている。

　　ハノイ市の観光客数の将来予測を表７－８に示す。

表７－８　観光客数の将来予測

（単位：千人）

出典：Comprehensive report on Adjustments and amendments to the Master Plan for

　　　Hanoi Tourism Development (between 2002 – 2010)

外国人観光客

国内観光客

2010 年

1,800

5,700

2005 年

1,200

3,552

2004 年

1,040

3,200

2003 年

950

2,900

（2）観光客からの収入

　　現在、ハノイ市を訪れる外国人観光客は１日平均で 80 米ドルを消費し、国内観光客は

15 万ベトナム・ドン（10 米ドル）を消費している。将来、観光産業がより多様化され、その

質が高まれば、観光客の消費は増大する。2010 年には、外国人観光客は、１日平均 100 ～

120 米ドル、国内観光客は、20 万～ 30 万ベトナム・ドン（13 ～ 20 米ドル）を消費するもの

と予想される。

　　その消費の内訳を表７－９に示す。2 0 0 2 年のハノイ市の観光客の消費内訳は、宿泊

（40.0％）、飲食（10.0％）、移動（16.0％）、輸送（6.5％）、ショッピング（8.5％）、娯楽

（10.0％）及び、その他のサービス（9.0％）となっており、収益を増加させるには、サービス

を多様化して、娯楽及びその他のサービスへの消費を増やすようにすることが必要である。
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表７－９　ハノイ市観光客の消費内訳

年

2002

2003

2004

2005

2010

その他

9.0％

11.0％

11.5％

13.0％

13.5％

宿　泊

40.0％

35.0％

30.0％

25.0％

22.0％

娯　楽

10.0％

10.0％

10.0％

10.5％

11.0％

ショッピング

8.5％

8.0％

9.5％

10.0％

11.5％

輸　送

6.5％

7.0％

8.0％

8.5％

8.5％

移　動

16.0％

17.0％

17.0％

17.5％

18.5％

飲　食

10.0％

12.0％

14.0％

15.5％

15.0％

出典：Comprehensive report on Adjustments and amendments to the Master Plan for Hanoi Tourism

　　　Development (between 2002 – 2010)

（3）今後観光客が見込まれる行事

　　今後、多くの観光客が見込まれる行事として以下のものが考えられる。

　　特に、2010 年の昇龍 － ハノイ市 1,000 周年記念の開催はハノイ市及びベトナム観光業界に

とって最も重要な行事となる。

・2004 ～ 2005 年 ：ディエン・ビエン・フーの 60 回目の勝利記念日、南ベトナム解放 30 周

　年、60 回目の独立記念日

・2008 年 ：北京オリンピックの間接的な影響

・2010 年 ：昇龍 ﾐ ハノイ市 1,000 周年記念

７－６　観光施策の課題

　ハノイ市は、潜在的な観光資源を有し、更に大勢の外国人観光客の訪問が期待できる街にも

かかわらず、長い間有効的な観光施策を実施していなかったため、多くの課題を有している。

これら観光施策に対する問題点を明確にするため、ハノイ市観光局に以下の質問を行った。

・観光政策上の問題点について

・観光客誘致活動の障害について

・上記問題解決案に対して

・日本に期待する協力内容に対して

　上記の質問に対して、ハノイ市観光局から寄せられた回答を以下に示す。

（1）観光行政組織の課題

　　ベトナム政府は、観光を重要な総合経済産業とみなしている。この産業は、深い文化的な

アイデンティティや高い社会性等の特徴を有している。観光開発は、国内及び外国人旅行客

の観光旅行、娯楽活動、及び休日旅行の要求を満たす必要がある。これは、国民の知的レベ

ル、雇用と全国的な社会経済学開発の向上に寄与する。

　　ベトナム観光総局は、政府機関として観光に関する国家レベルの管理機関の責任を負って
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いる。ベトナム観光総局が州レベルで国家管理できるように、各州には観光局又は交易観光

局が設置されている。

　　政府は、各国の法律と国際規則に従って、対等で相互利益に基づいて、他国と国際機関と

協力して、観光事業を促進するための政策を打ち出している。観光事業での国際協力の課題

としては以下の項目が考えられる。

・観光事業の促進

・外国観光客の増大

・地域及び国際観光組織への加盟

・観光事業の人材育成

・観光産業における科学的研究の実施と先端技術の移転と導入

・観光開発の専門家、情報、経験の交換

・観光資源の調査、保護、修復、宣伝、活用、開発

・観光開発プロジェクトの計画と実施

・観光地の環境保護

（2）2010 年までのハノイ市観光施策

1）　課税政策

　　現在、観光産業は観光開発において、免税措置のような優遇政策がなされていない。観

光産業に必要なバス、空調、その他機器に対する関税についても優遇措置がない。政府

は、観光事業用機材に対する関税優遇策を取るとともに、郵便、通信、電力、上水道、及

び観光客輸送サービスに補助金を交付するべきである。

2）　投資政策

　　2002 年以前は、観光産業に対する外国投資が適切に行われていなかった。そのため、投

資の大半は、ホテル建設に向けられていた。旅行事業、旅行客輸送事業、レクリエーショ

ン施設、スポーツ複合施設への投資は少なかった。

　　解決策としては、異なる経済分野から国際観光事業への投資を促進することである。今

後の投資は、観光資源の保護と復元、特徴ある観光商品の開発、ハノイ市及び隣接地域の

統合、新しい公園とエンターテイメント施設へ行われるべきである。

3）　市場開発政策

　　国内市場では、国民の旅行を奨励する必要がある。すなわち、他国のように夏季やテト

休日のチケット割引、従業員への旅行補助金制度が導入されるべきである。

　　海外市場では、ベトナム観光旅行を宣伝するすべてのマスメディアを利用するほか、駐

在員事務所を日本、フランス、アメリカ、中国、ロシア、シンガポールなどの主要市場に設
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置することを検討すべきである。さらに、入国手続は簡素化し、ASEAN と近隣諸国に対

して、ビザ免除が実施されるべきである。

4）　組織制度政策

　　ハノイ市の大半の観光旅行会社は、小規模で競争力がない。当面の解決策は、観光業務

開発を促進するための政策制度上の改善が必要である。特に、ハノイ市観光局の組織強化

が重要である。

　　また、資源に富み、競争力のある観光産業を育成するためには、国内と海外の企業と協

力する必要がある。

5）　市場調査政策

　　現在、国家機関での市場調査は、観光開発に寄与していない。観光行政における、組織

化と管理についての研究や技術開発に投資する必要がある。すなわち、観光市場調査の研

究とレビューを行うための市予算が必要である。さらに、観光産業の要員の訓練と再訓練

のため、国内、国外企業と協力する必要がある。

（3）ハノイ市観光産業の観光プロモーションにおける課題

　　観光プロモーションにおける課題は以下のとおりである。

1）　観光産業は、政府により先端産業と考えられているが、ハノイ市観光部は宣伝活動予算

の制限から国際市場への参入が困難となっている。また、ハノイ市は観光事業促進のため

の予算がほとんどない状態である。

2）　ハノイ市の観光産業は、海外に宣伝活動事務所を全く設置していない。

3）　国際的観光市場に対する知識が不足している。

（4）ハノイ市観光産業と日本の協力

　　日本に対する協力要請は以下のとおりである。

1）　宣伝活動への支援

　　ベトナムは日本に通商事務所を開設してあり、そこにハノイ市観光部事務所を置いてい

る。日本に対しては、ハノイ市観光の宣伝活動に対する支援を希望している。

2）　観光開発への参加

　　ハノイ市の観光産業は、日本に対し、ホテル、観光事業、娯楽サービス等の観光開発に

参加することを希望している。

3）　人材育成への協力

　　ハノイ市観光産業は、日本に対し、マネージャーの訓練と、観光開発と国際観光レベル

の要件を満たす知識・技能を有する要員の派遣を希望している。
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７－７ 観光における今後の調査

（1）総合都市開発計画における観光 M ／ P の位置づけ

　　観光 M ／ P 策定においては、1 観光資源開発と土地利用計画の整合、2 ホテル、空港、

道路等のインフラ整備との整合、4環境保全を配慮した観光開発の促進等について十分に配

慮することが重要である。

　　今後、JICA によって実施予定の「ハノイ市総合都市開発計画」（メインプログラム）は、

都市計画、土地利用、住宅開発、都市交通整備、環境整備など多数のサブプログラムを統合

したもので、観光 M ／ P もそのサブプログラムのひとつとして位置づけられ、他のサブプロ

グラムと相互に密接な関係を有している。

　　ハノイ市には歴史・文化的に有名な旧市街地のホーチミン廟、一柱寺、美術博物館等の魅

力ある観光資源があり、そのポテンシャルは非常に高いものと考えられる。これらの観光資

源を保全し有機的連携をもたせたり、新たな観光資源を開発して、多くの観光客を誘致する

ことが、今後のハノイ市の経済活性化、社会基盤整備にとって非常に重要なことと考えられ

る。

　　それには、他の整備プログラムと整合性の取れた観光 M ／ P を早急に策定するとともに、

観光 M ／ P で重点的に提案される経済活性化に密接なプロジェクトをハノイ市総合都市開発

計画のなかに取り込むなどして、観光産業を戦略的観点から開発・整備していくことが重要

である。

　　また、より国際的な見地からの開発計画や、語学・IT 化を意識した人材育成と幅広い層か

らの人材の参加等を働きかけ、ハノイ市の経済波及効果を最大限に引き出すよう観光 M ／ P

の策定に努めることが重要である。

（2）観光 M ／ P 策定のプログラム

　　観光 M ／ P 策定のプログラムは、大別すると観光開発計画をはじめ、６分野に類別され

る。ハノイ市総合都市開発計画と観光 M ／ P の関係、及び観光 M ／ P の実施工程を図７－５

に示す。

　　なお、観光 M ／ P 策定は１年間で実施し、その前半部分（観光 M ／ P の策定）と後半部分

〔観光プロジェクトのフィージビリティ・スタディ（F ／ S）〕に分けて検討するものとする。

1）　観光開発計画

　　ハノイ市における社会・経済面、地域開発面及び地勢面から観光産業の課題を整理する

とともに、観光産業開発指針及び施策を検討して、重点的開発項目、開発目標を設定す

る。そのなかで史跡、文化遺産、自然環境の保全に努めつつ、それらを積極的に観光資源

として有効活用するよう方向性を定め、都市計画、土地利用計画、住宅開発、都市交通整
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備計画、環境整備計画等と整合性を図った指針を基に包括的開発戦略を打ち立てる。

　　具体的には、観光開発計画担当者は観光 M ／ P 策定のキーパーソンであることから、ハ

ノイ市観光局やベトナム観光総局と密接な協議を行い、観光 M ／ P 策定の方針を定め、調

査団員の全員を同じ目標に向かうように指導する。

　　また、次のステップである F ／ S を実施するにあたっても重要度・緊急性の面から各プ

ロジェクトを評価し、最適なプロジェクトを選定するように心がける。

2）　観光資源商品開発及び市場拡大計画

　　ハノイ市の観光市場を整理するとともに既存の観光資源を踏まえて、ハノイ市の経済活

性化に有効な観光資源商品を提案する。観光資源商品としては観光施設の組み合わせ、新

たな観光施設の発掘、地場産業の観光商品化、地元食材を利用した新規商品等を提案する

ことが考えられる。

　　また、観光市場拡大のために国際・国内市場における観光振興戦略の具体案を提案す

る。その提案は外国人に対する便宜供与、イベント、宣伝活動、市場開拓、国際会議誘致

等広範囲にわたり、更に提案の具体化のために実施主体、組織、予算、業務内容等につい

ても検討を行い、市場拡大のためのアクションプログラムを策定する。

3）　観光客需要予測

　　観光関連の現況を政府関係機関、ホテル業者、旅行代理店等へのヒアリングやデータ・

情報収集を実施し整理する。ヒアリングやデータ・情報収集は以下の項目について実施す

るものとする。

1　観光客情報の収集

　　観光客の旅行動機、目的、旅行形態、出発地・目的地・旅行ルート、滞在日数、観光

地・宿泊施設・食事・サービス等の満足度及び印象等について情報を収集する。

2　ホテル業者、旅行代理店等へのヒアリング項目

　　主要オプショナルツアー商品、市場動向、競合国との比較、新たな観光資源の必要性

と条件、政府観光振興に関する意見・要望、その他必要事項について情報を収集する。

　　また、国内・外国人観光客の推移データ、将来の観光産業開発、社会・経済指標、その

他収集データ等を分析して将来の観光需要を予測する。観光需要は、主要観光資源別の入

り込み客数についても予測する。

4）　観光インフラ整備計画

　　ハノイ市の土地利用計画、都市交通整備計画等と整合を図り、宿泊施設、観光施設への

アクセス交通、上下水道・排水施設、廃棄物処理方法等について、観光資源商品（施設）

の利便性を向上させ、国内外の観光客の誘致にふさわしい観光インフラ整備計画を提案す

る。さらに、その整備計画に基づいた費用を概略算定する。
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5）　経済・財務分析及び投資計画

　　経済・財務分析及び投資計画は以下の２期に分けて実施し、その内容は以下のとおりで

ある。

a）観光 M ／ P の策定時の実施事項

1　社会・経済指標の整理

2　予備的概算事業費の積算

3　予備的経済・財務分析

4　事業実施・投資計画

5　優先プロジェクトの選定

b）観光プロジェクトの F/S 実施時の実施事項

1　選定プロジェクトの概略設計

2　事業費の積算

3　経済・財務分析

4　投資・事業化計画

6）　観光産業人材育成及び観光行政・組織・制度強化策の策定

　　ハノイ市観光産業開発に必要な人的資源を養成するための教育・訓練人材育成プログラ

ムを提案する。そのなかに現在及び将来を見据えて IT 化に関わる項目や、様々な国からの

外国人観光客に対応するため多国籍の語学習得プログラムの導入等が必要である。

　　また、効果的な観光振興、観光資源及び施設の運営管理能力向上のために、観光行政・

組織を強化する具体策を提案し、関係機関毎の役割分担を明確にする。さらに、提案の観

光振興策や人材育成プログラムが的確に機能するように法規、税制等の制度の分析を実施

する。
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（3）観光 M ／ P の実施に際しての留意事項

　　観光 M ／ P 実施において、留意すべき事項を以下に示す。

1）　社会・経済面、地域開発面及び地勢面から、総合的に観光産業の課題を整理し、観光産

業開発指針及び政策をたてることが必要である。

2）　提案の観光振興策や人材育成プログラムが的確に機能するよう、観光開発に関する現行

の法制度をレビューし、問題点を把握、改善することが必要である。

3）　観光開発に係わる行政・組織体制をレビューし、効果的な観光振興、観光資源及び施設

の運営管理能力向上のために現況の問題点を把握するとともに、観光行政・組織を強化する

具体策を提案し、関係機関毎の役割分担を明確にする必要がある。

4）　観光開発プロジェクトについて、どのような観光をめざすのかという基本的なコンセプ

トを確立し、需要量、経済性、財務面、環境面、将来性等の指標から緊急性及び重要度に関

する評価をして優先プログラムの選定を行うことが必要である。

5）　観光市場の現況を把握するための市場調査において、ベトナム観光分野での協力にかか

わる各関係機関との情報交換を積極的に実施し、既存データ及び、情報を十分に活用し、

調査内容の不必要な重なりを避けることが必要である。

6）　観光 M ／ P は、都市計画、都市交通計画、土地利用、環境整備計画と相互に密接な関係

もつため、それらの計画と整合性を図るとともに、各関係機関と協調して推進することが

重要である。
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